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平生町特定事業主行動計画 

 

令和８年４月 

 

 

平 生 町 長 

平 生 町 議 会 

平 生 町 教 育 委 員 会 

平 生 町 選 挙 管 理 委 員 会 

平 生 町 監 査 委 員 

平 生 町 農 業 委 員 会 

平生町固定資産評価審査委員会 

 

第１ 目的 

少子高齢化の進行とともに労働力不足が懸念される中、女性の力が十分に発揮できる環境及び次

代を担う子どもたちを健やかに育成させる環境の整備が必要となっています。 

このような状況を踏まえ、平成１５年７月に次世代の育成を支援する次世代育成支援対策推進法

（平成１５年法律第１２０号。以下「次世代育成法」という。）が制定され、平成２７年９月に女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」

という。）が施行されました。また、次世代育成法第１９条及び女性活躍推進法第１５条の規定に基

づき、地方公共団体では、特定事業主行動計画の策定が義務付けられているところです。 

この計画は、仕事と家庭生活の両立及び女性職員の活躍について、職場を挙げて支援する環境を

整備していくことを目的とし、次世代育成法第７条第１項及び女性活躍推進法第７条第１項の規定

に基づく行動計画策定指針に掲げられた基本的視点を踏まえて策定します。 

 

次世代育成法（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

女性活躍推進法（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(基本理念) 

第三条 次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有する

という基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、

かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない。 

(基本原則) 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の

実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教

育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びそ

の活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職

業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮し、併せて、女性の健康上の特性に留意して、

その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。 
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第２ 計画期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とします。 

  また、本計画に掲げる数値目標は、令和１２年度の達成目標です。 

 

第３ 計画の実施にあたって 

  計画中に用いている用語の意味は、以下のとおりです。 

  ・人事当局・・・・町役場総務課、教育委員会学校教育課等 

  ・業務管理者・・・各所属長 

  ・全職員・・・・・平生町の全ての職員 

  本計画の実施状況については、毎年人事当局において把握を行い、年１回ホームページ等への掲

載により公表を行います。 

また、本計画の実施状況や職員からのニーズなどを踏まえ、各部局の職員から構成される特定事

業主行動計画策定協議会を開催し、その後の対策の実施や計画の見直しを行うよう努めます。 

 

第４ 数値目標 

  この計画の取組を推進するために、次のとおり目標を設定します。 

 目標 目標数値 目標達成 
実績 

R6実績 

１ 
男性職員の育児関連休暇等（※１）の取得率

（子の出生後１年までに１か月超） 
１００％ 令和12年度 66.6％ 

２ 
男性職員の育児休業の取得率（２週間以上） １００％ 

令和12年度 
100％ 

女性職員の育児休業の取得率 １００％ 100％ 

３ 
職員一人あたりの１年間の時間外勤務時間

数 
８９．７時間以内 令和12年度 99.7時間 

４ 職員一人あたりの年次有給休暇取得日数 １４日 令和12年度 11.5日 

５ 管理職における女性職員の割合 ２５％ 令和12年度 13.8％ 

(※1) 育児休業、特別休暇（ 出産支援休暇、育児参加休暇、子の看護等休暇 ）年次有給休暇等 

 

第５ 取組内容 

  第４で掲げた数値目標の達成に向けて、次に挙げる取組を実施します。 

  １ 妊娠中及び出産後における配慮 

ア 父親・母親になることがわかった職員は、各種制度の活用や人事上の配慮のため、できる

だけ早い時期（遅くとも出生予定日の 5カ月前まで）に業務管理者に対して報告することが

求められます。 

 人事当局は、その報告が早期に行われるよう、職員に対して周知します。 

イ 母性保護及び母性健康管理等の観点から、健康や安全に配慮した職場環境のため、超過勤

務や深夜勤務制限などの出生・子育てに係る各種制度や特別休暇制度等の周知徹底を図りま

す。 

ウ 妊娠中の職員が働きやすく、制度が使用しやすい職場環境の実現に努めます。 

エ 本人からの希望がある場合、妊娠中の職員への時間外勤務を原則として命じないこととし

ます。 
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２ 男性職員の育児関連休暇等の取得率向上に向けて 

⑴ 職員への周知 

ア 人事当局は、子育ての始まりの時期に親子の時間を大切にし、子どもを持つことに対す

る喜びを実感するとともに出産後の配偶者を支援するため、全ての男性職員が取得できる

育児休業等各種制度をわかりやすく説明した「いきいきハンドブック」を、庁内グループ

ウェアやチャットツールに掲載し、全職員に周知するとともに、関係する制度改正等が行

われた場合には、随時内容を情報提供します。 

イ 人事当局は、仕事と子育ての両立等についての相談・情報提供を行う窓口を設置します。 

   ⑵ 研修等での啓発 

人事当局は、研修やパンフレットの配布等において、「仕事と子育ての両立」について全職

員の意識啓発に努め、職場優先の環境や固定的な性別役割分担の是正を進めます。 

⑶ 説明の実施 

ア 人事当局は、各種制度や出産費用の給付等経済的支援措置について説明を行います。 

イ 妊娠又は出産等についての申出が職員からあった場合は、育児との両立ができるよう、

支援制度（出生時両立支援制度）の周知及び意向確認を行います。 

ウ ３歳に満たない子を養育する対象職員に、仕事と育児の両立ができるよう支援制度（育

児期両立支援制度）の説明及び意向確認を行います。 

エ 人事当局及び業務管理者は、子どもの出生時並びに妻の産後等の期間中における特別休

暇について周知し、休暇取得の促進に努めます。 

⑷ 環境づくり 

 業務管理者は、職員が休暇を取得しやすいように、業務の相互応援のできる体制づくりに

努めます。 

 

３ 育児休業の取得率向上に向けて 

⑴ 育児休業等の取得 

ア 人事当局は、対象の職員に対し、「育児休業等マニュアル」を配布し、育児休業等の制度

や、休業期間中の育児休業手当金の支給等の経済的な支援措置についての説明を行い、特

に男性職員の育児休業等の取得促進について、周知徹底を図ります。 

イ 業務管理者は、職員から育児休業等の取得の申出があった場合は、業務に支障が出ない

よう業務分担の見直しを行うとともに、人事当局と協議し、代替職員の確保を図ります。  

ウ 対象職員が仕事と育児との両立ができるよう支援制度（出生時両立支援制度及び育児期

両立支援制度）の周知、意向確認に努めます。 

⑵ 育児休業からの円滑な職場復帰の支援 

ア 人事当局は、育児休業中の職員に対して、休業前の職場に復帰できるよう、人事上の配

慮に努めます。 

イ 育児休業中の職員に対して、書類の送付等情報提供に努めるとともに、円滑な職場復帰

の支援等による両立支援制度を利用しやすい環境の整備に努めます。 

ウ 業務管理者は、育児休業から復帰した職員は、業務に慣れるまで時間がかかるうえ、子

どもの急病等に対応することになることも予想されることから、仕事と子育ての両立をす

る上で、最も大切な時期にあることを周囲の職員が十分理解し、業務の相互応援のできる

体制づくりに努めます。 
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エ 人事当局及び業務管理者は、早出遅出勤務を希望する職員に対しては、その職員に配慮

した業務分担の見直しに努めます。 

 

  ４ 超過勤務の縮減に向けて 

⑴ 勤務時間管理の徹底等 

ア 人事当局は、定時退庁ができない職員が多い部署を把握し、業務管理者への指導を行い

ます。 

イ 業務管理者は、部署内を巡回するなどして、職員の勤務状況を的確に把握し、勤務時間

管理の徹底に努めます。 

ウ 全職員は、相互に、特段の理由なく終業間際または時間外に新たな仕事を増やす行為を

しないことを徹底します。 

エ 業務管理者は、早期退庁を心がけ、職員が退庁しやすい雰囲気づくりに努めます。 

⑵ 事務の簡素合理化の推進 

ア 人事当局は、研修等を実施し、業務改善のノウハウ等を取得する機会を提供します。 

イ 業務管理者は、新規及び既存の事業の目的、効果、必要性、優先順位等について十分検

討し、整理します。 

ウ 全職員は、業務遂行体制の工夫・見直しを行い、効率的な事務を行うよう努めます。特

に、定例的な業務についてマニュアル化を図ることに加え、業務の引継ぎが円滑に進むよ

うなファイリングに努め、業務時間の短縮に取り組みます。 

エ 人事当局は、事務の簡素合理化の推進に向けてとられた行動については、人事評価にお

いて適切に評価される制度づくりに努めます。 

 

５ 年次有給休暇の取得促進に向けて 

⑴ 年次有給休暇の取得の促進 

ア 業務管理者は、職員の計画的な年5日以上の年次休暇の取得促進を図ります。 

イ 業務管理者は、職員が安心して休暇が取得できるよう、業務の相互応援のできる体制づ

くりに努めます。 

ウ 業務管理者は、職員及びその家族の誕生日などの記念日や子どもの授業参観日等、家族

の触れ合いを深める機会において、休暇の取得に配慮します。 

⑵ 連続休暇の取得の促進 

ア 業務管理者は、週休日及び国民の祝日に年次有給休暇を組み合わせることを推進し、連

続休暇の取得向上に努めます。 

 

６ 女性職員の活躍推進に向けて 

⑴ 女性職員の登用推進 

ア 人事当局及び業務管理者は、女性職員の配置については、慣例にとらわれず、能力が発

揮できるように配慮します。 

イ 人事当局は、女性職員に職務の機会付与を行い、職員としての経験値を向上させるよう、

多様なポストへ配置します。 

ウ 人事当局は、女性職員の能力開発や意識向上を図るとともに、キャリア形成を意識した

人員配置に努め、管理職ポストに登用するよう努めます。 

エ 管理職研修等に取り組み、女性職員の活躍推進や仕事の調和の推進を図ります。 
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⑵ 環境づくり 

 仕事と子育ての両立支援制度を利用しやすい環境の整備に努めます。 

人事当局は、全職員の意識改革を目的とした研修を実施し、マタニティハラスメント及び

セクシュアルハラスメント等のハラスメント対策に努め、働きやすい職場環境の実現に努め

ます。 

 

７ 人事評価への反映 

ア 人事当局は、仕事と生活の調和の推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場環境

づくりに向けて採られた行動については、人事評価において適切に評価される制度づくりに

努めます。 

 

８ 子育てバリアフリー 

ア 業務管理者は、子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、親切丁寧な応対等ソフト

面でのバリアフリーに努めます。 

 

９ 子ども・子育てに関する地域活動に貢献するために 

ア 業務管理者は、職員が安心して地域行事に参加することができるよう、業務の相互応援が

できる体制づくりに努めます。 

 

１０ 子どもとの触れ合いの機会を充実させるために 

ア 保護者でもある職員の子どもと触れ合う機会を充実させ、子どもの多様な体験活動等の機

会の充実を図り、子どもたちの「生きる力」を育むことを目的として、出前講座や学校が行

う職場見学等の実施にあたっては、平生町役場も一事業所として積極的に参画していきます。 

 


